平成27年度
平成２７年度　大腸がんの事業評価のためのチェックリスト調査結果

仕様書に明記すべき必要最低限の精度管理項目の記載状況について
　市町村が、検診機関と委託契約を結ぶ際に仕様書に明記すべき必要最低限の項目が国の「我が国におけるがん検診事業評価の在り方について」から示されています。この項目については市町村が委託契約にあたり仕様書等で確認できているかを調査しました。大阪府内４３市町村中４２市町村が仕様書を作成しており、各項目を仕様書に明記している場合に「はい」と回答しています。

１　各項目の集計結果
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２　まとめ
市町村が検診を委託する上で、検診実施機関において適切な検診が実施されるためには、市町村の役割と検診実施機関の役割をあらかじめ明確にし、実施すべき項目を網羅する仕様書を作成することが重要となります。仕様書を作成している市町村は昨年度から比べて２市町村増え、４２市町村となっていました。
　「１　検診精度管理」において、便潜血検査以外の項目における記載率はどの項目も９０％以上となっており、年々実施率も微増していますが、便潜血検査（２）のカットオフ値の把握については、前年比では改善しているものの８３．５％と低くなっています。カットオフ値は、自施設の要精検率を検証する上で把握すべき項目と考えられるため、仕様書に明記する必要があります。
また、がん検診事業を評価するうえで、要精検とされた方が適切に精検を受診し、がんの有無を確定することは、検診の意義や、検診の精度管理において大変重要といえます。受診者への説明や、システムとしての精度管理における精検実施機関からの結果報告の項目については、確実に実施されるよう仕様書に明記するとともに、精検結果が確実に報告されるよう検診システムを構築していく必要があります。
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４ がん検診の集計・報告

（１） 33 78.6%

注 組織や病期把握のための内視鏡治療など

（42市町村）

実施主体へのがん検診の集計・報告は、基本的に「精度管理基礎調査票」などに記載できる内容で

集計する

※実施率＝「はい」と回答した市町村数／仕様書を作成している市町村数
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１ 検診の精度管理

便潜血検査

（１） 42 100%

（２） 35 83.3%

（３） 37 88.1%

（４） 38 90.5%

（１） 40 95.2%

（２） 40 95.2%

（３） 42 100%

（４） 42 100%

（５） 42 100%

記録の保存

（１） 42 100%

受診者への説明

（１） 41 97.6%

（２） 39 92.9%

（３） 40 95.2%

２ システムとしての精度管理

（１） 41 97.6%

３ 事業評価に関する検討

（１） 33 78.6%

（２） 38 90.5%

精密検査の方法（大腸内視鏡検査またはS状結腸内視鏡検査と注腸エックス線検査）の方法や内容

について説明する

精密検査の結果の市町村への報告等の個人情報の取扱いについて、受診者に対し十分な説明を行

う

受診者から検体を回収してから自施設で検査を行うまでの間あるいは検査施設へ引き渡すまでの

間、冷蔵保存する

検体の取扱い

「はい」と

回答した

市町村数

採便方法についてチラシやリーフレットを用いて受診者に説明する

実施率

大腸がん検診マニュアル（2013）に記載された方法に準拠して行う

便潜血キットが定量法の場合はカットオフ値を把握する

検査は、便潜血検査２日法を行う

検体受領後原則として24時間以内に測定する

精密検査結果及び治療

注）

結果の報告を、精密検査実施機関から受ける

チェックリストに基づく検討を実施する

都道府県がプロセス指標（受診率、要精検率、精検受診率、がん発見率、陽性反応適中度）に基づく

検討ができるようデータを提出する

検便採取後即日（2日目）回収を原則とする

採便後は検体を冷蔵庫あるいは冷所に保存するよう受診者に指導する

検診機関では検体を受領後冷蔵保存する

検査結果は少なくとも5年間は保存する

便潜血陽性で要精密検査となった場合には、必ず内視鏡検査等で精検を受ける必要があることを事

前に明確に知らせる


